
第５次総合計画　中期戦略事業プラン　事務事業評価シート

事業名 DV被害者支援事業
事業
番号 19-102

事務事業担当

部名 部長名 課名 課等の長

保健福祉部 黒石　正幸 福祉総務課 金子　勝仁

計　　画　　　　　　（Ｐｌａｎ）

総合計画体系 安心力

まちづくり目標 2 地域で助け合う安全で安心なまち

施策 19 人権・男女共同参画社会の推進

予算事業名
DV被害者支援費

基本政策 5 暮らしの安心がひろがるまちづくり

施策展開の方向 9 一人ひとりが大切にされるまちをつくる

－

関連法令等 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

国・県の計画等 かながわＤＶ防止・被害者支援プラン 計画期間 平成２６年度～平成３０年度

事務区分〔選択〕 （選択してください）→ 法令上の位置づけ 義務づけ規定がある

事業開始年度 開始年度 平成25年度以前 ～ 終了年度

目　的
（何をどうしたいのか）

重大な人権侵害であるＤＶの被害者に対する相談や安全確保、自立支援の充実を図ります。

主な対象
（誰・何を対象に）

DV被害者

事業内容
（手段、手法など）

・ＤＶ相談体制の充実を図り、ＤＶ被害者に対する専門相談員による相談を行います。
・関係機関との連携による被害者の安全確保や経済的・生活支援などの自立支援を行います。

関連個別計画 伊勢原市男女共同参画プラン 計画期間 平成３０年度～平成３４年度

実施の背景
（事業を取りまく環境

・市民ニーズ）

配偶者等からの暴力は犯罪となる行為を含む重大な人権侵害であり、相談内容は複雑・多様化してきています。問
題発生時に的確かつ迅速に対応するための体制づくりの充実を図るなど、社会環境の変化への対応が求められて
います。

目　標

【指標名】
年度

【現状値】 平成30年度 令和元年度

被害者支援 支援実施 支援実施 支援実施
事業行程

項目
年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度

専門相談員の配置 配置による相談実施 配置による相談実施 配置による相談実施

令和2年度

ＤＶに関する相談件数
347件

（平成28年度）
350件 350件 350件

令和元年度

自治事務 法定受託事務

事業実施（Do）



事　業　実　施　　　　（Ｄｏ）

事業の「取組方針」

（前年度事務事業評価）

実施方法

〔選択・記入〕

委託先又は指定管理者

補助先

具体の内容

実施結果

項目
年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度

専門相談員の配置 配置による相談実施

被害者支援 支援実施

実施した取組の内容

婦人相談員の配置は、計画どおり実施しています。（2人配置）
DV被害者支援は、計画どおり実施しています。

目標の達成状況

【指標名】
年度

【現状値】 平成30年度 令和元年度 令和2年度

ＤＶに関する相談件数

6,320 千円 0 千円 0 千円

347件
（平成28年度）

379件

平成30年度 実績 令和元年度 実績 令和2年度 実績

内
訳

国県支出金 ① 1,780 千円 0 千円

その他特財　③ 0 千円 0 千円

0 千円

地方債　② 0 千円 0 千円 0 千円

0 千円

一般財源
(a)-①-②-③

4,540 千円 0 千円 0 千円

国県支出金の内容 婦人相談員活動強化事業費補助金　補助率1/2

その他
特財の
内容

受益者負担 前回の改定時期

その他

人 0

0 人 0 千円 0 人正規職員 0.21 人 1,787 千円

千円 0 人

0 人 0 千円 0 人

人
件
費

0 千円

人件費合計(b) 0.21 人 1,787 千円 0 千円

0 千円

その他の職員 0 人 0 千円 0

定義 DV相談件数 単位

トータルコスト
(a)+(b)

8,107 千円 0 千円 0 千円

円 円

単位
当たり
コスト

対
象
数

総事業費
／対象数

21,391 円

コ
ス
ト

年度

事業費合計(a)

単位 単位

対象数 379 件

有 無

業務委託 指定管理

補助金

その他

評価 （Check）へ

すべて直接実施 左記以外



評　　価　　　　（Ｃｈｅｃｋ）

進捗状況

〔選択・記入〕
Ａ

左記
判断
理由

DV被害者への支援として、婦人相談員を2名配置し、DV相談、
県との連携による被害者の安全確保、自立支援を行いました。

効率性

〔選択・記入〕
Ａ

左記
判断
理由

婦人相談員2人体制を維持しつつ、適切な支援を行うことができ
ています。

取組内容の改善　　　　（Ａｃｔｉｏｎ）

実施水準

〔選択・記入〕
Ｂ

他都
市の
事業
内容
等

各市とも、専門相談員によるDV相談を行っています。

有効性

〔選択・記入〕
Ａ

左記
判断
理由

DV被害者の相談、安全確保、自立に向けた支援など、被害者
への適切な支援を行うことができています。

令和元年度の取組方針

引き続き、2人の婦人相談員による相談体制を維持します。
県女性相談所をはじめとする関係機関や、市組織の関係部署と連携・調整しながら、DV被害者を支援します。

所管部長による総評

重大な人権侵害であるＤＶは、社会問題化しています。ＤＶに関する相談内容は、複雑化そして多様化していること
から、現相談支援体制を維持するとともに、婦人相談員の資質の向上を図るなど、引き続き、ＤＶ被害者支援の充実
に努める必要があります。

所属長
による
今後の

方向性の
判断

方向性

〔選択〕

事業推
進上の
課題

相談内容について、精神的な疾患があるケース、子ども同伴のケースなど、
その対応が複雑多様化しており、医療機関との調整、子どもの親権問題な
ど、対応が専門家しているため、関係機関との連携・調整がますます必要に
なっています。

現状のまま継続

見直しの上継続

取組の改善 （Action）へ

計画どおり （A)

概ね計画どおり （B)

計画どおり進捗せず （C)

他市より高い水準で実施 （Ａ）

他市と同水準で実施 （Ｂ）

他市より低い水準で実施 （Ｃ）

一律に比較できない事業

高い （Ａ）

普通 （Ｂ）

低い （Ｃ）

効率的に実施されている （A)

改善の余地がある （B)

抜本的な改善が必要である（C)


